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  ・ 調べるに至った動機                                                                                                              前々から私は、教育について興味がありました。近頃のテレビ報道なんかを見ていると、学級崩壊やら、学力低下問題やら、いじめによる自殺者の増加の一途、それからアメリカで起きた校内銃乱射事件、等々子供を取り巻く問題が多々取りだたされています。自分を含め人間だれしもがこの時代を経験するからこそ、深く関心があり、かつ社会的にもこの様な事をみすみす見逃すわけにわいかないと思う。そうした子供たちを取り巻く教育に目          をむけていく必要は必ずあると思うのでこのような題材を取り上げてみようと思いました。


· 動機 ・目的
    現在、学校ではいじめ・不登校など様々な課題が山積している。こうした課題を解決し、子どもたちがのびのびと学ぶことができる環境を整えるためには、校長を中心として教員相互が連携し、学校を取り巻く様々な課題の解決に向けて、全体として創意工夫を重ねることが何より求められている。そのためには、児童生徒の指導に直接携わる教員一人ひとりが、学校改革の必要性を認識し、組織の一員として新たな課題に適切に対応できるようにする必要がある。教員の資質能力の向上こそが、最終的には教育改革の成否を決するものといえる。          

                             

教員を評価するに当たって、自己申告したものをもとに絶対評価、相対評価を下す。

その際職務分類・範囲をしっかり分けて評価する。

Ⅰ 自己申告制度

1） 目的◯  教員が自ら職務上の目標を設定し、その達成の度合いを自己評価し、教            員が自己の職務を振り返り、今後の改善点を見出すために必要である。

             ◯  教員がより主体的に職務に取り組むとともに、その職務遂行能力の開

                 発・向上を目指すことを目的とする。あわせて、教員の能力、適性や                                                      

                 異動希望等を的確に把握し、教員の育成及び異動等の基礎資料とする。

 ２）    概要    自己申告は年３回、目標設定、目標の追加・変更、自己評価の順に行

                 うこととする。   申告基準日は、目標設定を行う当初申告は４月１日、

                 追加・変更に関する中間申告は１０月１日、自己評価を行う最終申告

                は３月３１日とする。

 Ⅱ    自己申告・業績評価の対象となる職務分類・範囲について

 １）  職務範囲  基本的には勤務時間の内外を問わず、担当職務として行われる職務全
                 般がその評価対象となり得る。 教員の職務を勤務時間内・外に区分し、

                 勤務時間内の職務は全て加減点評価（一定の基準に照らし、能力、実 

                 績等が基準を上回ったか下回ったかで価する。）する。また、勤務時間

                 外の職務については、校長が必要に応じて超過勤務命令を行った業務

                 については加減点評価する。 

 ２）  職務分類 「学習指導」、「生活指導・進路指導」、「学校運営」、「特別活動」、「教科

                 等に関する研究・研修」、「部活動指導」が分類例として考えられる。 

Ⅲ　業績評価について 

１）目的  ○　能力と業績に応じた人事管理を通じて、教員一人ひとりの資質能力を向

                上させるためには、職務遂行状況等につ いて的確に把握するための評 

                価制度が必要である。

· 業績評価を行う主要な目的は第一に、職務遂行を通じて挙げた実績やそ

    の過程における努力等について積極的に 評価するとともに、いまだ不

    十分な点やさらに伸ばすべき点についての適切な指導育成の方策を見出

    すことにある。

· 第二の目的は、教員のモラールの向上や学校組織の活性化を図るため業

    績評価の結果を給与や昇任等に適切に反映させることにある。具体的に

    は、職務遂行を通じて挙げた実績及びその過程における努力等を給与等

    に適切に反 映させるとともに、教員の資質能力や適性などを把握し昇

    任や適材適所の校内配置・異動を行うために活用する。 

2） 概要  評価期間は4月1日から翌年3月31日までとし、各職務分類ごとに絶対評価・相対評価する。絶対評価は実績やその努力を積極的に評価し、向上点についての指導育成の方策を見出すために活用する。相対評価は業績評価の結果を、給与や昇任等に適切に反映させるために活用する。絶対評価は第１次、第２次として教頭、校長が行う。相対評価は教育委員会教育長がその責任において行う。評価単位としては相対評価において、都立学校に当たっては高等専門学校、高等学校、盲・ろう・養護学校を単位として、区市町村立学校にあっては区市町村別に小学校、中学校を単位として行う。評価は全校種及び全職種共通に５段階評価（上位から順にＳ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ）とする。Ａ、Ｂ、Ｃそれぞれの評語及 びその内容について一般的・基本的な評

    価基準を示すこととし、ＳはＡを上回る場合、ＤはＣを下回る場合とする。

             ＜参考 東京都教育委員会 教員等人事考課制度に関する検討委員会 

                http://www.kyoiku.metro.tokyo.jp/toukei/jinjichukan/matome.htm＞

· 教育についての批評

東京都では「心の東京革命」事業の一環として「とうきょう親子キャンペーン」を行った。

これは親子で共同作業を行う事や、他の親子との交流を通して自然と社会の基本的ルールを身に付ける一助としての働きを見せたと思う。しかし「教員等の人事考課制度」は、はたしてその目的である「子供の教育の回復」つまりはいじめ、不登校、学級崩壊、ひいては自殺までの問題を直接的に解決の方向へいざなう事となるのであろうか。私はこの「教員等の人事考課制度」はその名の通り教員等の人事や昇任や給与を扱うのに都合がいいだけのものだと思われてしかたがない。確かに教える立場の教員が向上すれば、教わる立場の子供もこれまで以上よりも先生に対する態度や考えは変わってくるかもしれない。しかしいわゆるいい先生になれば子供がついてくるわけでわない。ここにその事例がある。ある北海道の小学生を教える教師は同僚の教師からはすばらしい先生と見られていたが、子供たちの先生に対する態度はそれとは大きく違っていた。学級崩壊、反抗は日常のように起こり悩まされる日々は続いた。ある一つの事例に過ぎないが、子供たちの根底にある不満やストレスあるいは無秩序を拭い去らなければ抜本的解決にはならないのではないかと私は思う。

この問題はいわば心の戦争であると私は思う。物資に恵まれた時代だからこそ精神のむなしさを敏感に感じ取り、自然と防衛反応を起こしてしまう。そんな風に感じられてしまう。今年の自殺者は３万人をこしたといわれている。現代が抱える問題は空気のようにも感じられ、その空気を吸ったものにしか分からない又は感じられない、そんな気がする。

最後に今現在存在する問題は多々あるが、今我々地域社会が出来る事はなんなのかを考えることが重要であると思う。

